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第一節　課題の設定 地域経済分析の階級的階層的視点

　地域経済学の体系は，地域経済理論，地域経済分析，地域経済政策という三

つの分野より構成される。これら三つの分野のうち，資本主義杜会を研究対象

とする地域経済理論の方法と問題点については，部分的ではあるが，これまで
　　　　　　　　　　　　１）
に言及してきたこともあり ，また，地域経済政策についても ，地域主義や内発
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
的発展論に対する批判をつうじながら，その問題点を指摘してきた 。
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　本稿では次の三つの課題を設定する 。

　第一の課題は，地域経済分析に際しては，階級および階層的視点を明確にす

ることが問題になる。このような基本視点に立脚するならば，地域経済分析の

対象も ，階級および階層によっ て異なるということを論理的に明らかにしたい 。

　第二の課題は，従来の地域経済学における地域経済分析の基本視点がどのよ

うになっているのか，これを地域科学に依拠した地域経済分析と ，その他の分

野におげる地域経済分析とに分けて検討する。つまり ，第一の課題に対応しな

がら，従来の地域経済分析においては，階級的 ・階層的な問題を欠落させてき

たという事実を実証的に明らかにしたい 。

　第二の課題は，第一および第二の課題の結果を踏まえて，それぞれの階級や

階層にとっ て必要性な地域経済の分析対象を具体的に展開することてある 。

　ところで，第一の課題については，本稿の課題そのものであるので，この課

題設定の思義を明らかにする意味で，若干の論理的な説明をしておきたい 。

　ここで検討課題となる地域経済分析は，地域経済学あ一構成部分をなすもの

であり ，この地域経済学は，資本主義的生産様式のもとでの「地域経済」，換

言すれば「地域における経済的諸関係」を研究対象とするものである。その限

りにおいて地域経済学の方法と内容は，階級杜会であるという現実を反映して

階級的性格をもたざるをえない。それと同時に，この階級的性格は地域経済を

分析するに際しても，その視点や内容に現れてくる 。

　もっとも ，このような理解は，論理的なものであ って，現実に行われている

地域経済分析の諸方法を具体的に検討した結果の実証的な結論ではない。そこ

で実証的な検討が必要とな ってくるが，それは次の節で検討することにして ，

ここでは，この理論的な検討をもう少し詳しく展開しておきたい 。

　さて，人間杜会が存続するためには，物質的財貨が生産され，流通し，かつ

分配されねばならない。かくして，経済的諸活動を行う諸個人は，なんらかの

経済主体として杜会的に規定された行動目的と行動基準をもつと同時に，その

行動を条件づける諸要因を考慮することになる。この行動を条件づける諸要因

の実態を明らかにすることが，いわば「分析」である。この「分析」の必要性

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６２）
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は， ある経済主体が地域においてなんらかの経済活動を行う場合でも当てはま

る。

　しかしながら，資本主義的生産様式の場合には，この経済活動を条件づげる

諸要因は，経済主体の階級的止場によっ て異なる。ここで「階級」というのは ，

生産手段の所有関係によっ て規定された所得源泉の諸形態によっ て区分された

経済主体のことであり ，具体的には資本主義杜会を構成する三大階級，すなわ

ち資本家階級，地主階級，労働者階級として現れる。そして各経済主体の行動

目的は，それぞれの階級的立場によっ て異なる。つまり ，資本家階級は資本を

いかに蓄積していくか，また，地主階級は地代を，労働者階級であれば賃金を

いかに増大させていくかということが行動目的である。行動目的が異なれば ，

それと同様に，行動基準も異なる。具体的には，資本家の場合には平均以上の

利潤取得，地主の場合には市場利子率以上の地代取得，労働者の場合には杜会

的な平均賃金の獲得といったように異なるのである 。

　また，同じく階級とい っても ，生産手段の質量的所有状況に規定されて，そ

の所得の大きさには相当の格差があり ，この所得の格差は，それぞれの階級の

中に種 々の階層を形成することになる。この所得の大きさだけをみれば，その

所得源泉に規定された階級的止場は隠蔽されてしまう 。したか って，所得を支

出する場合には，所得の大きさに規定された行動目標が設定されることになる 。

　したが って，それぞれの階級と諸階層は，それぞれの行動目的と行動基準に

立脚しつつ，その経済活動にともなう諸条件について目的意識的に分析するこ

とになる 。つまり ，地域においてなんらかの経済活動を行う場合には，その活

動を合目的的に遂行てきるように，その活動が一定の行動目的と行動基準に照

応させながら，地域経済の諸状況を具体的に分析しなげればならない。換言す

れぼ，一口に地域経済分析と言 っても ，経済主体の階級や諸階層が異なれぼ ，

その行動目的や行動基準が異なるために，分析内容と方法も異ならざるをえな

いのである 。

　さらに，こうした地域経済分析の内容は資本主義の歴史的発展段階や世界市

場の景気動向，あるいは個 々の国 々における具体的な政治経済状況によっ て異

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６３）
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なる。したが って，資本主義の歴史的発展段階と地域経済分析の内容との対応

性の問題，地域経済の分析方法に関する諸問題などについて検討するという課

題が残されている。しかし本稿では，これらの問題に対する検討を課題とした

ものではない。このことを最初に断っておきたい 。

　繰り返し述べると ，本稿ではあくまでも ，地域経済分析の内容が階級や階層

によっ て異なるということを論理的に，かつ実証的に明らかにすることを目的

としている。そのためには，これまでの地域経済分析が，上述したような基本

的視点をとこまて明確にしてきたかを検討する必要かある。次節ては，地域科

学や地域経済分析に関する研究分野をとりあげ，そこでの地域経済分析の方法

がこうした視点をどこまで明確にしているのか，その点について検討していく

ことにしたい 。

　　１）拙稿「地域経済理論の体系と方法」，『立命館経済学』第３７巻４ ・５号，１９８８年

　　　１２月および拙稿「地域経済学の体系と問題点」，『地域経済学研究』，日本地域経

　　　済学会，創刊号，１９９０年６月 。

　　２）拙稿「『地域主義』なるものへの批判」，『立命館経済学」第２７巻５号，１９７８年

　　　および拙稿ｒ『地域主義』に対する批判」，『立命館経済学』第２８巻３ ・４ ・５号 ，

　　　１９７９年
。

第二節　従来の地域経済分析における基本視点

　（１）地域科学に立脚した地域経済分析の視点

　地域科学に立脚した地域経済の分析方法が，日本において普及し始めたのは ，

「日本地域学会」か設立された１９６２年以降のことである。そして，この学会か

設立された歴史的背景としては，１９３０年代以降における国家独占資本主義の成

立と国家政策（恐慌克服政策など）の地域的展開に端を発して，その継承の上に

設立されたアメリカの国際地域学会との関連，１９６０年以降におげるアメリカの

世界市場戦略と目本における重工業化およびエネルギー転換政策の展開をふま

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６４）
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えておかねはならない。ちなみに，１９６２年には，拠点開発方式に基つく全国総

合開発計画か発表されたという事実も ，こうした一連の背景かあったことを根

拠づけている 。

　もっとも ，地域分析にかかわる理論的な展開過程としては，ウォルター・ ア

イサード（Ｗ
・ｌｔ・・Ｉ…

ｄ）を中心とした「リージ ョナル ・サイエソス」（地域科

学）の発達をみておかねばならない。日本でアイサードの『立地と空間経済』

（１９５６年）が翻訳刊行されたのは１９６４年であり ，同じく『地域分析の方法』

（１９６０年）の翻訳刊行は１９６９年である
。

　単行本として，地域科学に立脚した地域分析の方法をわが国で最初に紹介し

たのは笹田友三郎氏の『地域の科学』（１９６４年）であろう 。この書物の中で，笹

田氏は「リージ ョナル ・サイエノス」について，次のような解説をしている 。

　「リージ ョナル ・サイエンスは，地域に生起する現象，たとえば産業の立地 ，

人口や財のフロー 土地や資源の利用，輸送パターソの変化に伴うインパクト ，

メトロ ポリタン ・リージ ョソの空間構造，地域の経済成長といったような，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
れぞれの地域のユニークな特徴に関係する問題をそのなかにふくんでいる 。」

　このような地域科学が成立してきたアメリカの背景としては，１９３０年代に生

まれたアメリカの「リージ ョナリズム」があり ，これは「ニ ーデ ィールを契

機として特定の地域杜会を国民経済の部分として再組織すること ，すなわち全

体への統一（イソテグレーショソ）ということが，アメリカ杜会科学に与えられ

た重要な課題にな った。『リージ ョナリズム』はいわぼ合理化されたセクショ

ナリズムであり ，『リージ ョン』をより大なる国民文化のデセントラリゼ ーシ

ョンが実現され，ナショ ナル ・プランニソグとしてのリージ ョナル ・プラソニ
　　　　　　　　　　　　２）
１■ グが促進されたのである。」と説明している。このような歴史的背景のもと

に生まれてきた「リーノヨ ナル ・サイエ■ス」は，まさしく国家独占資本主義

のもとにおける国家政策を施行するための政策原理てあり ，そのための地域経

済分析の手法を理論的に展開するものであ った。いわぼ，地域分析をする経済

的主体としては，国家（地方公共団体を含む）が想定されていることは，それが

「ナシ ョナル ・プランニングとしてのリージ ョナル ・プランニング」であると

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６５）
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いう規定からも明らかであろう 。

　笹田氏の紹介に続いて，この地域科学による地域分析の方法を紹介したのは

植村福七氏の『地域開発　　分析方法』（１９６５年）である。植村氏は国際地域学

会の状況をふまえながら，「地域学とは，学会会則第１条に明示してあるごと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
く， 地域分析の理論と方法ならぴに関連する空間的，地域的諸研究である 。」

とし，ｒ地域分析に関する理論は，ほとんどＩｓａｒｄ編著『地域分析の方法』（１９６０

年）に網羅されているが，最近のものは学会機関誌であるＪｏｕｍａ１ｏｆ　Ｒ
ｅｇ１ｏｎａ１

Ｓｃ１ｅｎｃｅ およぴＰ
ａｐｅｒｓ　ｏｆ 　ｔｈｅ　Ｒｅｇ１ｏｎａ１Ｓｃｍｃｅ　Ａｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎに収録せられてい

４）

る。」と紹介している 。

　植村氏の地域分析は，その書名からも明らかなように，「地域開発」をする

ための手段としての地域分析であり ，その限りでは地域開発計画を策定する主

体である政府や地方公共団体が，ここでは地域分析の主体として想定されてい

るように思われる。植村氏は，地域開発を行う場合に，これまでの地域経済分

析の方法がどこまで有効であったのか，その点について一定の反省をすると共

に， 最近の地域開発を行うために必要な地域分析の方法を提起している 。

　「地域経済の循環構造は，　　極めて複雑な相互依存関係をもっ ているのて ，

その分析方法もあらゆる角度から行わなげればならない。しかも ，その間には

常に斉合性がたげればならない。従来の地域分析の方法は，各種経済統計を比

較することによっ て， 地域経済の特異性をつかむというやり方が多く用いられ

てきた。例えは，面積，人口 ，労働力，主要資源，生産，運輸，財政，所得 ，

貯蓄等につき，統計数値を府県別に配列し，地域経済の特殊性をつかもうとす

るものである。この方法ては，経済諸量の地域分布を示すだけで，各産業の有

機的関係や財貨およぴ資本の地域的交流関係を把握することは困難である。地

域分析においては，産業間および地域間の有機的関係を掘り下げることが重要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
で， 従来の分析方法では，とうてい行うことのできないものである 。」

　かくして，植村氏は「分析方法」として，「（１）人口および移動人口の推計 ，

（２）地域所得推定と地域会計分析，（３）地域間流動分析とグラビティおよびポテ

ンシャル ・モデル分析，（４）地域乗数と地域循環，（５）工業立地分析，（６）地域お

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６６）
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よび地域間産業連関分析，（７）産業複合体分析，（８）地域間線型計画法，（９）諸分
　　　　　　６）
析方法の綜合」といった内容をあげている 。

　植村氏が，従来からの地域分析の方法では，「地域間」の経済的諸関係（植

村氏の場合には，正確には諸関連というべきところ）が明確にできないという指摘

は正しい。したが って，地域間におげる経済的諸関連（諸関係）を明らかにす

るための分析手法が種々提起されたのも当然のことであ った。だが，植村氏が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）「地域開発計画は国民経済的視点から考えなければならない。」というとき，こ

の「国民経済的視点」とはいかなるものであろうか。ここでは「国民」という

言葉によっ て， 国民を形成する諸階級や諸階層相互間の径済的諸問題が隠蔽さ

れてしまっ ている。さらに氏が，「地域開発計画は計量的計画でなければなら
　　８）

ない」というとき，「質」の問題，すなわち地域およぴ地域間における諸階級

や階層についての経済的諸関係は見失なわれることになる。つまり ，かかる

「質」の問題を念頭におくならば，単に計量的方法だげでなく ，諸階級や諸階

層を念頭においた地域経済分析の方法が別途に考えられたのではあるまいか 。

具体的に言えは，植村氏か提起した地域分析の内容は，政府や地方公共団体と

いう計画主体に限定されたものであり ，諸階級や諸階層に規定された地域経済

分析ではなかったのである 。

　この植村氏の著作と同様，アイサードの
‘‘

Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｏｆ　Ｒｅｇｉｏｎａ１Ａｎａ１ｙｓｉｓ
’’

（１９６０）に主として依拠しながら地域経済分析の方法を提起したのが金子敬生

氏の『地域の経済学　　地域経済分析の手法』（１９６６年）である。金子氏は地域

経済分析との関連て「意志決定者」およぴ分析の主要内容について次のように

述べている 。

　「リーソヨ ナル ・サイエ■スては，意志決定者として，０家計，　企業，　

政府ないし地方自治体の三つをとりあげます。なぜこれらの三つの意志決定者

が問題になるのかというと ，第一にかれら自身が空問的 ・位置的選択をするか

らであり ，第二にかれらは，環境を形成するもろもろの要素の空間的 ・位置的

行動や選択を分析し予測することによっ て環境に対応するからです。だから ，

リージ ョナル ・サイエンスでは，空間的 ・位置的選択の研究と ，そのような選

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６７）
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択の帰結の研究に適した分析手法を展開しなければなりません 。

　　　 この位置決定には，空間の任意の点におげるおのおのの意志決定者の活

動の規模の決定，およびこうした活動が決定されるまでに行われた人間，財 ，

資金なとのフローの性質，規模，方向の決定をも結ぴつけて考えなけれはなり

ません。したがって，リージ ョナル ・サイエソスでは，立地とおのおのの位置

における活動の規模，および各位置間の流れ，この三つを分析することがその
　　　　　　　　　　　９）
基本課題になるわげです 。」

　このリージ ョナル ・サイエンスの方法に関して注目しておくべきことは，企

業， 家計，政府といった異なる「意志決定者」を挙げて，それぞれの活動を区

別していることである。このように異なる径済主体を設定して地域分析を行う

という視点が明確にされている点は評価されてよい。だが，ここでは地域経済

を分析する経済主体としてではなく ，地域経済の分析対象として経済主体を区

別しているにすぎないのである 。

　しかしながら，問題になる点が二つある。その第一点は，分析対象としての

経済主体を企業，家計，政府（地方公共団体を含む）という「三つの意志決定

者」だけに限定していることであり ，第二点は，その主要な分析対象を「位置

の選択」という行動目的に限定していることである 。

　まず，リーソヨ ナル ・サイエ１■スが分析対象を「三つの意志決定者」に限定

したことに関する問題を指摘しておこう 。この「意志決定者」がとのようにし

て決定されたかについては明確ではないが，これは巨視的近代経済学が国民経

済計算にもちいる「企業」，「家計」，「国家」（地方公共団体）という経済主体を

前提としたものであり ，それと同時に，これらの経済主体は，地域経済におい

てそれぞれに活動しているという現実を反映させている。しかしながら，現実

の資本主義経済におげる経済主体は上記の三つに限られたものではない。つま

り， これら三つの経済主体以外に，労働者や土地所有者があり ，さらに地域住

民運動も場合によっ ては経済主体となることがある。いわば現実の地域経済を

構成する経済主体を総合的に把握するという点ではなお欠陥をもっ ているので

ある。リージ ョナル ・サイエソスは，ここに登場する経済主体を，いわばｒ立

　　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６８）
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地を選択する」主体だげに限定しいる。しかし，「立地」にかかわる経済的諸

関係を問題とするのであれば，当然のことながら，立地対象となる土地の所有

者はもとより ，立地対象地域における労働者階級や地域住民も「意志決定者」

として取り扱わねぼならない。さらに，同じく「企業」という経済主体であ っ

ても ，業種間の差異や経営規模の差異を問題としなけれはならない。つまり ，

リージ ョナル ・サイエンスでは，これらの経済主体の行動目的が同じなのかど

うなのか，またこれら経済主体の相互関係，とりわげ資本主義的生産様式のも

とにおける生産手段の所有関係，つまり生産関係に規定された流通関係および

分配関係を総合的に明らかにしていないのである 。

　このような径済主体の設定とその相互関係についての暖味さは，近代経済学

が利潤の源泉（剰余価値）や階級的諸関係の矛盾を隠蔽するのと同じである 。

したが って，こうした経済主体に対象を限定した経済分析，とりわけ地域経済

分析ては，地域における経済構造とその運動法則を科学的に分析することは困

難であると言わねぼならない 。

　次に，これらの経済主体の行動が「位置の決定」という目的に限定されてい

ることである。リージ ョナル ・サイエ１／スが，地域を対象とした総合的な科学

であるとすれぱ，「位置の決定」という限定された行動目的だけを研究対象に

絞ることはない。このことは，地域経済学の主要な研究課題を「限られた資源

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
の合理的配分に関する秩序を，空間的要素を考慮して追求すること」とした場

合でも ，また「地域における経済構造とその運動法則を解明すること」という

マルクス主義地域経済学の場合でも ，こうした「位置の決定」という政策的な

行動目的に研究課題を限定する必要はない。いわぼ，地域におげる経済主体と

しての行動目的は，より多くの利潤の追求，より高い地代，より高い賃金など

を求める運動として多面的に展開しているのであり ，それらの行動目的の一部

として「位置の選択」は考察されるべきものなのである 。

　以上の二つの問題点を総合してみると ，金子氏（アイサード）が，地域にお

ける「意志決定者」として，企業，家計，政府という三つの要素をあげたにも

かかわらず，これら「意志決定者」はもっ ばら地域分析の対象とされてしまう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０６９）
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つまり ，地域経済分析は，政府および地方公共団体という政策主体からの分析

視点に限定され，企業や家計などの経済主体からみた地域経済分析の方法や内

容は忘却されているのである 。

　経済学入門叢書の一環として刊行された今川正氏の『地域経済論』（１９７３年）

は， その「はしがき」において次のように述べている 。

　「ここで地域経済の分析のための経済理論的基礎，とくに多数地域経済の相

互依存を分析するための　般均衡論的接近法について述へる。これが多数の企

業， 家計によっ て構成されている多数財貨，要素システムであることはいうま

でもない。また理論経済学者がこれを多数期間のものへと拡張することに力を

そそいでいることはよく知られている。われわれはこれに空間のデ ィメンショ

ンを導入する。そして地域を明記することにより起こるつぎの２種類の問題に

とりくむ。その１は異なる地域を橋わたしする輸送活動に関するものであり ，

その２は経済活動をたすへき場所を選ぶ立地選択に関するものである。この輸

送活動と立地選択について拡張した多数期間の　般均衡モテルについての考察
　　　　　　　　１１）
が本書の課題である 。」

　今川氏の「はしがき」では二つのことが問題となる。その第一点は，今川氏

の場合には，分析対象となる経済主体を企業と家計という二つに限定している

ということである。もっとも，多数の企業，多数の家計として分析対象を設定

しているが，１９３０年代のケインズ経済学の登場以来，一つの経済主体として設

定されてきた「政府」（地方公共団体を含む）を欠落させている。すでに，経済

主体として「政府」を分析対象とする場合でも，そうした設定では問題がある

ということを指摘したのであるが，この点については今川氏の方法は，一層そ

の欠陥を著しいものとしているといわねばならない 。

　第二点は，アイサートか「位置の決定」という経済行動に限定していたのに

対し，今川氏の場合には，新たに「輸送活動」をつけ加えた点が特徴的である 。

しかしながら，地域における経済活動は，輸送活動およぴ立地活動だけではな

い。 それらは，企業の利潤追求活動をはじめ土地所有者や労働者階級の多面的

な活動が基本的な活動であり ，輸送活動や立地活動はその現象形態でしかない

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７０）
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のである。もちろん，地域経済学の場合には，立地活動としての経済主体と土

地（土地所有者）との関係，あるいは輸送活動としての地域間における経済主

体相互間の関係が大きな検討課題になるという点は否定できない。しかしなが

ら， 地域内部における経済的諸主体相互の関係の総体（地域経済構造）とその

運動法則についても明らかにするという課題があることを忘れてはならない 。

　今川氏の書が刊行された時期とほぽ同時期に，『経済立地論の新展開』（１９７３

年），『地域経済の計量分析』（１９７３年），『地域政策の計画と適用』（１９７４年）とい

う３冊の書物が地域経済学体系として刊行されている。この体系は，当時にお

ける「後進地域にみられる格差問題，大都市における過密問題，工業地帯にみ
　　　　　　　　　　　　　　　　　

１書）

られる公害問題，新規工業立地問題なと」の地域経済問題を意識しながら編集

されたものである。それだけに研究書というよりも ，政策担当者（実務家）に

むけて書かれた地域経済学の体系であ った 。

　ところで，この体系のうち『経済立地論の新展開』の第１章で江沢譲爾氏は ，

地域経済分析について次のように述べている 。

　「『地域経済分析』は巨視的観点から「立地論」を再構成しようとするもので

ある。しかし，これを巨視的止地論として立地論の一局面と見てもさしつかえ

ないであろう 。これをことさら地域経済分析と呼ぶのは，…… 伝統的な立地論

がおおむね立地の微視的分析を主題としていたので，これとの区別を強調する

ためである。……地域経済分析は，立地の巨視的分析に当たる。この分析は ，

　　静学と動学とに分けることができる。静学的分析として特に重視されてい

るのは，地域連関分析である ・一・ これに対し，動学の観点からは，地域連関分

析の動学化が試みられ，これと関連して，地域乗数が重視されている 。…… い

ずれにしても ，これらの巨視的分析としての地域経済分析は，微視的分析とし

ての立地論の諸帰結を計量的手法によっ て検証する意味をもっ ている。その半

面に，立地現象の示す諸量の間の諸関係を識別（アイテノティファイ）し説明す

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
るためには，ふたたび立地論の諸結果に依拠しなければならない 。」

　江沢氏は，「地域経済分析」を「巨視的止地論」と限定して定義してしまう 。

つまり ，アイサードは「地域分析」のために企業，家計，政府という「意志決

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７１）
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定者」を巨視的に取り上げ，それらの経済主体の巨視的な経済活動を立地行動

に限定した。そのために，従来から展南されてきた微視的立地論と区別すると

いう意味で，「地域経済分析」を巨視的立地論である規定する江沢氏のような

理解を生み出す結果とな ったのである 。

　近代経済学の方法論的批判をここで展開する余裕はない。ここでは江沢氏が

「地域経済分析」でどのような視点からその内容を展開したかという点につい

て簡単に整理しておきたい 。

　江沢氏は，「構造としての地域」という項目において，「巨視的分析の対象を
　　　　　　　　１４）
『構造』として規定」し，この「構造」については，「構造をもっ て『定常的な

反応係数の集合」と見るティンベルヘンの卑定は，ほぽ妥当なものと言えよう 。

　・けだし，構造とは，もともと数学上の概念であり ，一定の結合関係によっ

て特徴つけられる諸要素の集合ということかできる。したか って，数学上 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
群・ 体・ 環・ 束として規定されている集合は，すべて構造をなす。」というの

である 。

　江沢氏は，数学として「構造」を理解しているのであ って，「杜会的諸関係

の総体」として，つまり杜会科学として「構造」を把握しているのではない 。

氏は資本 ・賃労働関係（雇用関係）や所有関係などをどのように数式化するの

であろうか。こんな杜会科学としての基本的な経済関係を無視して，計量しう

る， つまり数式化できる経済的関連のみをもっ て「構造」として規定し，これ

を計量的に分析するという手法をとるのである。具体的には，江沢氏はこの

「構造」を地域経済に適用し，この構造を巨視的に分析しようとするのである

が， その内容としては「地域連関分析」，「構造係数としての地域乗数」，「地域

構造における変動」なとを挙げている。その結果，計量的な分析手法だけが研

究の中心的課題となる。ひいては，この方法論が，地域経済学体系の基調とな

って，第二巻の『地域経済の計量分析』の構成も ，地域計量モテル，クラヒテ

ィ・ モデル，ポテンシァル ・モデル，地域の産業連関モデル，環境汚染の産業

連関モデル，因子分析，プ ログラミング ・モデル，アーバン ・ダイナミックス

という計量的手法を中心とした内容にな ってしまうのである。つまり ，地域経

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７２）
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済を分析するための計量「モテル」をとのように構成するかということか中心

課題とな っている 。

　もとより ，かかる計量的分析手法がもっ ている意義を全面的に否定するもの

ではない。しかしながら，いま検討していることは，地域経済分析の階級的
・

階層的視点とその視点を踏まえた分析内容の差異についててある。したか って ，

江沢氏のように地域経済分析を巨視的皿地論に限定し，かつ地域経済の分析手

法として地域産業連関分析モテルや地域乗数なとのモテル作成に力点をおくだ

げでは，その研究内容も ，超歴史的 ・没階級的性格のものとなり ，結果的に地

域経済における経済主体の差異，およぴその差異に規定された地域経済分析に

際しての具体的内容の差異という問題を見失うことになるのである 。

　福地崇生氏の『地域経済学』（１９７４年）は「今まで出た地域経済学の書物の多

くは「手法」という名前がついていた。ということは工業立地因子分析等の具

体的な問題と関連して，個々の問題を取り扱う手法は長い間に随分発達してき

た。 しかし，理論的にクリアー で， 経済学での成長モデル等との関連が明らか

な基礎モデルがなかったことが学問としての発達を妨げてきたと思う 。編者

（福地崇生氏）はソロー の成長モテルに地域間移動を加味することにより基礎的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
な地域モデルを構成してはどうかと考えてきた」と述べ，立地論だけでない地

域経済学の構築を主張している。また福地崇生氏は現実の経済動向やそれに対

する行政側の対応などに関する課題を０ マクロ 的計画の普及後の計画の複層

化， 　国内的南北問題としての所得格差の解消，　公共投資の地域配分の重

要性，＠人口の集中による過疎 ・過密問題の激化，　産業の適性配置の実現
　１７）

などと整理し，人口移動，産業立地，土地利用，地域間財貨移動，地域間線型

計画，地域産業連関分析について論じている 。

　ここて庄意しておくへきことは，氏みずからか「これだけで地域分析カ卒業

というわけにはいかない」と言うように，これまでに検討してきた地域科学に

立脚した地域経済学と同様に，福地氏が「地域経済学」としている内容は，地

域経済分析論とな っていることである。しかしながら，福地氏の場合には，地

域経済学を「自立的な経済圏の互いに関連し合った成長 ・発展を分析する学問

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７３）
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　　　１８）

である。」として，立地論だけに分析対象を限定するのではなく ，むしろ地域

経済の基礎的な核モテルとしての「原型 モテル」（ｐ・０ｔｏｔｙｐｅｍｏｄ・１）の構築を念

頭においているという点で特徴をもっ ている 。

　問題は，地域経済分析に際して，いかなる階級的 ・階層的視点がとられてい

るかということである。この点に関して，福地氏は民間部門だけでなく ，「現

在のように公共部門（ｐｕｂ１１・…ｔ０・）の規模が増大して現実の経済が両部門の併

存する二重経済（ｄｕ・１ｅ・ｏｎｏｍｙ）である場合は，公共部門も考慮して定義し直

す必要がある。また，これが同時に広義の総合的生活水準，！ヒルミニマムか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
ら福祉を論じることにつながるのである。」と主張していることからみても ，

国家政策ないし地方公共団体の政策担当者に必要な分析手法を展開していると

みて間違いあるまい。ここで，かかる公共的性格を前提とした地域経済分析が ，

現代資本主義の中で客観的にいかなる階級的性格をもつかという問題について

は問わない。しかしながら，氏の分析視点が階級的 ・階層的性格を越えたもの

として，つまり地域経済の分析視角は階級および階層によっ て異なるという問

題を回避している点だげは明らかである。それだけに，地域経済の「原型モデ

ル」および政策目的に対応した高次のモデルを多面的に構築し，これらのモデ

ルを駆使して，現実の地域経済を分析する手法を論ずるという内容にな ったの

である。だが，氏みずからも言うように，これだげで地域経済を分析する　般

的な手法が完成されたわけではない。政府や地方公共団体にとっ て必要な地域

経済の分析対象と ，民間企業や労働者階級などにとっ て必要な地域経済の分析

対象とは，その行動目的が異なる以上，当然に異なるという点が，改めて問わ

れねばならないであろう 。

　以上，地域科学とりわけアイサードを中心とした地域科学に立脚した「地域

経済分析」の基本視点について，日本で刊行された諸文献を中心に検討してき

た。 その結果明らかにな ったことは，意志決定老（経済主体）としての企業
，

家計，国家（政府）を地域経済の分析対象として設定しながらも ，それぞれの

立場を踏まえた地域分析という視点を設定していないということである。地域

科学に立脚した地域経済分析の視点は，基本的には政策主体である国家（政

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７４）
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府）による地域分析であり ，それは国家政策としての地域政策を施行する原理

としての地域経済分析の方法であ った。現代資本主義のもとでの国家の役割が ，

独占資本の蓄積論理に照応するものであるとみるならぼ，この地域科学に立脚

した地域経済分析の方法はまさしく資本家階級の立場に立っているといわねば

ならない。しかしなから，生産手段の私的所有制度に立脚した資本主義的生産

様式は，生産の無政府性，したがって立地の無政府性をその特徴としている 。

その限りにおいて，個別的な独占資本の蓄積行動は，ブルジ ョア杜会の総括者

としての国家とは相対的に異なり ，地域に対する経済行動も異なる。つまり ，

個別的独占資本の立地戦略や市場戦略に関しては，独自の地域分析か必要なの

である。それと同様に労働者階級や地主階級，あるいは地域住民なども地域に

あっ ては独自の行動を行うのであり ，それぞれの立場に立脚した地域経済の分

析対象が設定されるのである。かかる意味では，地域科学に立脚した地域経済

分析の方法は，なお国家（政府，地方公共団体など）を経済主体とした特殊な ，

換言すれぼ特定の階級的視点に基づいた地域分析の方法であるといわねぼなら

ない 。

１）

２）

３）

４）

５）

６）

７）

８）

９）

１Ｏ）

１１）

１２）

１３）

　笹田友三郎『地域の科学』，紀伊国屋書店，１９６４年，１０べ 一ジ 。

　同上書，１１べ 一ジ 。

　植村福七『地域開発　　分析方法』，法政大学出版局，１９６５年，（３）へ 一ノ 。

　同上書，（４）べ 一ジ 。

　同上書，１５べ 一ジ 。

　同上書，１６べ 一ジ 。

　同上書，１べ一ジ 。

　同上書，４ぺ 一ジ 。

　金子敬生『地域の経済学』，日本経済新聞杜，１９６６年，１６べ 一ジ。なお，この

部分については，アイサード『地域分析の方法』（笹田友三郎訳，朝倉書店 ，

１９６９年）３０１～３０２べ一ジに依拠したものと思われる 。

　同上書，９べ一ジ 。

　今川正『地域経済論』，東洋経済新報杜，１９７３年，１べ 一ジ 。

　江沢譲爾 ・金子敬生編集『経済立地論の新展開』，動草書房，１９７３年，１べ 一

ジ。

　同上書，３～５べ 一ジ 。
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　１４）同上書，６ぺ 一ジ 。

　１５）同上 。

　１６）福地崇生『地域経済学』，有斐閣，１９７４年，１べ 一ジ 。

　１７）同上書，２～３べ一ジ（はしがき）。

　１８）同上書，２べ 一ジ 。

　１９）同上書，２２べ 一ジ 。

　（２）その他の分野における地域経済分析の視点

　地域経済の分析の方法は，なにも地域科学という分野だけに限定されるもの

ではない。歴史的にみても ，Ｗ．ベティの『アイァランドの政治的解剖』をは

じめ，最近の地域経済分析に至るまで多くの地域分析が行われてきている 。そ

れぞれの地域経済分析は，それぞれの時代に照応した杜会経済的必要性に応じ

てなされてきたものであり ，また地域経済分析の方法もその必要性に応じたも

のとな っている。その限りでは，地域科学に立脚した地域経済分析の方法も ，

まさしく国家独占資本主義の時代に照応した独占資本による地域経済分析視点

であったと言えよう 。もっとも ，これまでに行われてきた地域経済の分析方法

を歴史的に検討することは紙数の関係からみて不可能である。したがって，こ

こでは近代経済学，経済地理学，マルクス主義的地域経済学の立場をそれぞれ

代表させる形で，それらの基本視点がどうな っているのかについて検討するこ

とにしたい 。

　まず，わが国で地域経済分析を最初に展開した業績としては，篠原三代平編

の『地域経済構造の計量的分析』（１９６５年）をあげねばならない。この書物は ，

近代経済学の立場からなされた地域経済分析である。本書の問題意識は，「高

度経済成長の進行につれて，開発目標として，次第に地域格差の是正，過大都

市の弊害除去，地方住民福祉の向上などがいっそう重視されるようにな った 。

１９６１年の「低開発地域工業開発促進法」，１９６２年の「全国総合開発法」（計画の

誤り一杉野），「新産業都市建設促進法」などは，この見地から拠点開発の構想

をかため，開発に全国的計画性をもたさねばならないという考え方の登場を意
　　　　　　　　　　　　　１）
味するものということができる。」というものであり ，「われわれはいちばん単

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７６）
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純な基礎的な問題をとりあげて，これにいちはん簡単な統計的手法をもっ て着

　　　　　２）
実に接近した」もので，「多数の諸関数を含むモデル分析に，軽率なジャンプ

を試みるよりは，むしろささやかな入口を選び，世間であまり問題とされなか

ったような盲点を埋めるタイブの地味な分析を提出することに意義を感じた
３）

い」とするものであ った。本書の内容をみると，第１章地域別雇用の構造と

変動，第２章　産業構造と地域格差　　とくに工業との関連において　　，第

３章　農家所得形成の地域性，第４章　地域経済と財政構造，第５章　預貯金

変動の地域構造，第６章　消費支出の地域差，補章　消費者物価地域差指数の

作成という構成にな っている。さらに本書では，まず地域経済分析の杜会的必

要性を高度経済成長との関連でとらえ，「開発に全国的計画性」をもたせると

いう趣旨では，地域科学に立脚した地域経済分析の目的と軌を同じくしている 。

もっとも ，本書では「地域開発の論議は全国民経済的視野からとりあげられる

べき問題であるにもかかわらず，各地方の利害に踏みにじられ，ともすれば圧

力の強い方にひきずられがちな傾向が強かった。しかも ，地方経済や地域経済

構造の過去から現在までの「後むき」の客観分析は軽んじられ，たんに「前む

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
き」の政策論議のみが表面に顔を出してきた感がある。」という地域経済に対

する客観的な分析の必要性とその問題点をも併せて指摘しているのである 。

　以上，本稿の課題との関連で，篠原氏編の書物について紹介してきた。まず ，

本書におげる地域経済分析が，地域開発との関連でなされているという点に注

目しておきたい。具体的には，「１９５５年以後の重化学工業の急ピ ッチな高度化

と， それが地域経済におよぽした変貌」という問題を意識し，かつ「地域格差

の是正」という政策目的のための地域経済分析であ った。しかしながら，地域

科学に立脚した地域経済分析と異なる点は，「多数の関数を含むモデル分析」

という手法はとらず，「いちばん簡単な統計的手法」を用いたということであ

ろう 。このことは，多数の関数を用いた地域科学による手法がややもすれぼ ，

複雑でかつ統計的な処理との関連では極めて困難になるという問題点を指摘し

たものと思われる。誰もが理解できるような簡単な方法で，地域的な諸課題を

明確にすることかてきるならば，それで問題はない。しかも ，本書の内容から

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７７）
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判断できるように，地域格差の現実を明らかにするという課題に対しては，簡

単な統計的処理で解明することが可能である。もっとも ，こうした手法だけで

地域経済分析が十分であるかどうかという点では問題が残る。すなわち，先に

みておいたように，植村氏が従来の地域経済分析の方法に対して行った批判 ，

具体的には「従来の地域分析の方法は，各種統計を比較することによっ て， 地

域経済の特異性をつかむというやり方が多く用いられてきた。…… この方法で

は， 経済諸量の地域分布を示すだけで，各産業の有機的関係や財貨およぴ地域
　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
的交流関係を把握することは困難である」という批判に対してどこまで対応で

きるかが問題となる 。

　実際的にも ，この篠原編の書物は，確かに地域（府県単位）の相互比較と各

地域の特異性を検出するという分析方法をとっ ている。しかしながら，個別地

域そのものの経済構造やその地域周辺の地域との経済関係についての分析はな

されていない。むしろ地域経済学としては，この個別地域の問題を取り扱うこ

とが研究課題であり ，その意味では篠原氏編の書物は全国的な，いわば空間的

な分布を，「地域経済構造」として分析したものにな っているのである。かく

して問題は，地域経済学は「地域の経済構造」を研究対象とするのか，それと

も「国民経済の地域的な構造（分布）」を研究対象とするのかという問題にな

る。 仮に，前者をミクロ の地域経済構造とし，後者をマクロ の地域経済構造と

するならば，このミクロとマクロとの関係が問題とされねばならない 。

　この問題について，ここで多くを語ることはできないか，少なくとも本稿で

問題にしているのは「国民経済を構成している一地域の経済構造」，いわばミ

クロ 的地域構造に対する分析視点であり ，その限りでは，このマクロ 的地域経

済分析は検討の対象外におくことにする 。

　それにしても ，この書物では，地域格差の是正という政策目的のための地域

経済分析であるということは明らかである。しかも，地域開発は国民経済的視

点が必要であるというように方法論的な展開もなされている。だが，かかる地

域格差是正を全国的な規模で政策化する経済主体は何かということになれは
，

これは明らかに国家なり ，政府である。つまり ，国家を経済主体とした地域経
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済分析なのであ って，ここには諸階級および諸階層によっ て地域経済分析を行

う視点が異なるという認識はなされていないのである。また，「国民経済的視

点」とは言 っても ，この用語それ自体の概念が明確ではない。つまり ，「国民

経済的視点」という概念か，国民経済を構成する諸階級 ・諸階層の相互利益を

尊重するという経済民主主義的視点てはあ っても ，地域経済を分析するのにか

かる諸階級 ・諸階層で異な った分析視点と内容か必要であるという問題意識は

なかったと言えよう 。

　次に経済地理学の分野からみた地域経済分析の視点について検討しておきた

い。 伝統的な経済地理学は，地表上の経済的諸現象を客観的に記述するという

方法をとっ てきた。それだけに経済的諸現象の全国的な分布状況や個別地域に

関する経済調査などの業績は数多い。しかしながら，経済地理学の中には経済

地理学を地理学の一分野とする見解と経済学の一分野とする見解とがあり ，さ

らに経済学の一分野とする見解の中にも近代経済学，地域科学，マルクス経済

学などの立場があ って，必ずしも統一的な研究方法が確立されているわけでは

ない 。

　そこで本稿では，高坂宏行氏の『地域経済分析』という書物を一つの事例と

して取り上げ，その基本視点がどのようにな っているのかについて検討するこ

とにしたい 。

　高坂氏の『地域経済分析』は，ｒ１９５０年代後半から始まっ た計里地理学は ，

１９７０年代 ・８０年代に進むにつれて，静態から動態，分析から政策へと中心が移

ってきている。しかしながら，これらの研究成果はそのほとんどがわが国にお

いて紹介されていない。そこで本書ては，地域経済に関する近年の計量地理学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
の成果を筆老なりにまとめることを試みた。」というものである。この書物の

目的は「地域 レベルで発生する２種類の地域問題，過密な都市地域の問題と経

済停滞地域の問題，を空間的効率性と平等性の側面から理論的に論じるととも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
に， それらを分析 ・制御し，予測する方法を考察すること」としている。もと

もと ，高坂氏か過密都市問題と経済停滞地域問題という二つの問題を対象とし

て， 地域経済の分析 ・制御 ・予測という課題に取り組んだという場合に，この

　　　　　　　　　　　　　　　　（１０７９）
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「制御」する経済主体は誰かということか問題となる。過密や過疎といった地

域経済問題は国家独占資本主義段階におげる資本蓄積運動の結果として生じた

ものである。したかって，この問題を「制御」するというのであれは，過密や

過疎が生じてきた根本的原因を明らかにしたうえで，「制御」策を講じなけれ

はならない。この点について高坂氏は独占資本の蓄積運動には目を覆い，「都

市地域の問題は，地域内部で発生することから地域内計画として取り扱われ ，

ローカルな都市 レベル計画の延長上，すなわち都市とのインターフェース上に
　８）
ある。」とか「この地域間におげる経済格差の是正の問題は，まさしく地域と

国家との間のインターフェース上に繰り広げられている。経済開発政策では ，

さまざまな目標か取りあげられているか，それらの中て最も基本的なものは ，

　　　　　　　　　　　　　　　９）
効率性と平等性の二つの目標である。」と見ているにすぎない 。

　端的にいえは，問題の発生原因を明らかにしえなげれは，その解決策も科学

的に設定しえないという認識が高坂氏の場合には欠落しているのである。した

がっ て， すでに問題を提起して抽いたように，この地域問題の制御策を策定す

る経済的主体も暖味なものになりかねない。高坂氏は「結論」において，この

「制御」に替わって「地域管理」ということを主張し，「今日の地域の状況をみ

ると ，地域の開発や資本の投資は多くが政治の力によっ て決定されている。こ

のような現状から訣別し，地域の実態を調査してその実状に合うように地域も

科学的に管理する方向にむかわせることか，われわれ地域研究者の使命であ
１０）

る。」と述へている。また，「地域管理を具体的に実行するには，（１）地域統計

の規則的な収集，（２）予測方法の改良，（３）プランの実施，の三つの側面を組合

わせなければならない。第１の側面では，地域デ ータ ・バンクを作り ，地域情

報を収集し，集積する組織を作らなければならない。第２の点は，本書で論じ

た空間的効率性と平等性のさまざまな分析法と関連し，それらは地域を管理す

るための手段として利用される。また，地域分析 ・予測の方法を新たに開発し ，

それらを応用して地域を分析し予測するためには，地域研究者の集団が必要と

なるであろう 。第３の側面は，政策を実施する行政体である。これら三者が連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
動して活動することによっ て， 地域の管理は行われる 。」と言っている 。
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　だか，高坂氏における杜会科学的な知識の欠落は，現代杜会経済の内的な矛

盾関係やその展開構造が把握できず，結果的に没階級的な「地域管理」論を展

開する結果とな っている。つまり ，高坂氏か「空間効率性と平等性」を地域政

策の目標とする場合でも ，これがいかなる階級の行動目的となるのか，あるい

は各階級の経済活動にとっ てどのような意味をもつのかが明確ではない 。

　問題は，国家あるいは行政なるものの階級的性格を明らかにしないて，地域

経済情報の収集者，地域研究者，行亭体という三者による「地域管理」を高坂

氏が主張する点である。つまり ，かかる三者の階級的立場を明らかにしていな

い点が，いわゆる地域経済分析をする経済主体の階級を隠蔽するという結果に

なっ てしまうのである 。

　いかに地理学あるいは計量地理学とはいえ，現実の経済を研究村象とするに

もかかわらず，杜会科学を無視するという欠陥がここに露呈していると言わね

ぼならない。敢えて，もう一度強調することになるが，この欠陥のために，地

域経済分析を行う主体が，資本家階級なのか，それとも労働者階級なのか，そ

れともその他の階級や階層なのかという視点は全く欠落している。これでは科

学的な地域経済分析を行うこともてきなけれは，過蜜や過疎問題，あるいは地

域格差といった経済的諸問題の原因を解明てきず，したかって地域経済的諸問

題を解決することも困難となる 。

　もっとも ，高坂氏によっ て， 地域経済分析を行う主体として「地域研究者」

をあげている点は，まさに研究者の主体性とその杜会的役割について言及した

ものとして評価しておく必要がある。しかし繰り返し述べると ，その場合でも ，

この研究者かとのような階級的立場に立って地域経済分析をしているのかとい

うことが問題になる。このことを忘れてはならない 。

　マルクス主義的な地域経済学の書物としては，宮本憲一他編の『地域経済

学』（１９９０年）をあげることができる。この書物では，第ｎ部が「地域経済の分

析」とな っており ，そこでは「第２次大戦前の日本経済と地域」，「現代の日本

経済と地域」，「日本経済の地域的諸類型」という章別構成とな っている。章別

構成がこのようにな ったのは，地域経済の問題というのは，日本資本主義の一
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般的な経済動向をふまえながら，個々の地域経済を把握すべきであるという論

理によるものである 。

　では，この書物では「地域経済の分析」を行う経済主体がどのようにな って

いるのか，『地域経済学』の体系との関連で検討しておこう 。

　宮本憲一氏は「地域経済学は，地域経済（構造），地域問題，地域政策の３
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
部構成となり ，それらを総合した政治経済学である。」と述べているが，これ

だけでは地域経済学と地域経済分析との関連は明確ではない。正確に言えぱ ，

「地域経済分析」は地域経済学を構成する一分野として位置づけられていない

のである。もっとも ，宮本氏は「地域経済学の特徴は個々の都市や農村につい

て， ３局面をミクロ 分析することにあり ，マクロ 分析はその土台の上に立たね
　　　　　　　　１３）
ばならないであろう 。」と述べて，ミクロ 的な地域経済分析の重要性を強調し

ている。このミクロ 的な地域経済分析にあた っては，地域経済（構造），地域

問題，地域政策という三つの局面での分析か必要だとしているのてあるが，こ

こで，宮本氏が「地域経済問題」 ・「地域経済政策」とせず，「地域問題」 ・

「地域政策」としているのは疑問である。しかし，善意に解釈すれば，ミクロ

的な地域経済分析に際しては，０その地域の経済構造がどのようにな ってい

るのか，　その地域でとのような経済問題かあるのか，　 この問題を解決す

るにはどのような政策がなされているのかという３局面からの分析が必要だと

宮本氏は主張しているものと思われる 。

　そこで，このｒ地域経済（構造）」について宮本氏はｒ○人口の動態（自然的

杜会的増減と構成（性別年令別），◎資本形成と所有構造，○土地所有とその利

用形態，◎産業構造，＠所得分配の構造とその動態，６）交通 ・通信体系，Ｏ

人口その他経済の地帯構造（都心と衛星都市におげる人口配置，ドーナツ 化現象な

　　　　　　　　　　　　　１４）
ど），◎財政金融，　階級構造」という分析項目をあげている。また「地域問

題」との関連では，「都市では集積不利益と杜会的共同消費の不足，農村では

分散の不利益と杜会的共同消費の不足という杜会問題について政治経済学的に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
実態，原因，対策の問題点を明らかにする 。」とし，さらに「地域政策」との
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
関連では，「地方財政，地方行政，地域開発 ・地域計画，住民参加と地方自治」
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という項目立てをしている 。

　ここで本稿の課題にたちかえ って，宮本氏によるミクロ 的な地域経済分析に

おける３局面とその内容の設定が，いかなる階級的皿場から設定されたもので

あるかという点について検討することである。もとより ，宮本氏による地域経

済分析の方法論には，諸階級や諸階層によっ て地域経済を分析する視点が異な

ってくるという問題意識は見られない。むしろ宮本氏が「地域政策の主体は ，

終局的には住民である。今後の地域政策は……外来型開発ではなく ，内発的発

展であるとすれば，どのように地域を管理し，発展させる主体を形成していく
　　　　　　　　　　　　　　１７）
かが，極めて重要な課題である。」と主張している点をみると ，かかる地域経

済分析の主体は，地方自治体や地域住民を想定しているものと思われる。もし

も， 宮本氏が地域経済分析の主体をかかるものだと想定しているのであれば
，

それ以外の階級や階層による地域経済分析の視点，たとえば独占資本を経済主

体とした地域経済分析というものも存在するのかどうかということが改めて問

われることになろう 。

　以上，近代経済学，経済地理学（計量地理学），マルクス主義的地域経済学と

いう異なった研究分野のそれぞれについて，地域経済分析の主体がどのように

設定されているかについて検討してきた。要約してみると ，いずれも ，地域経

済分析の主体についての規定が暖味である。敢えて言えば，前二者は政府を ，

そして後者は地方自治体や地域住民を想定していたと言えよう 。この事実は ，

ひとしく地域経済分析とはいっても ，経済主体の差異によっ て， 分析の内容や

方法が異なるということを実証的に明らかにする結果とな っているのである 。

それでは，階級や階層の差異によっ て， 地域経済分析の内容はどのようになる

のであろうか。次節以下では，その点について検討していくことにしたい 。

　　１）篠原三代平『地域経済構造の計量的分析』，岩波書店，ｉｉｉべ 一ジ 。

２）同上書，ｉｉ～ｉｖべ 一ジ 。

３）同上書，ｉｖべ 一ジ 。

４）同上書，ｉｉべ 一ジ 。

５）植村福七『地域開発　　分析方法』，前出 ，１５へ 一ノ 。

６）高坂宏行『地域経済分析』，高文堂出版杜，１９８４年，３べ 一ジ 。
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　７）同上書，４ぺ 一ジ 。

　８）同上書，２２べ 一ジ 。

　９）　同上書，２３ぺ 一ジ 。

　１０）同上書，２０４べ 一ジ 。

　１１）同上書，２０６べ 一ジ 。

　１２）宮本憲一　横田茂 ・中村剛二郎編丁地域経済学』，有斐閣，１９９０年，１８へ一ノ 。

　１３）　同上 。

　１４）　同上書，２０べ 一ジ 。

　１５）同上書，２２べ 一ジ 。

　１６）同上書，２３～２４べ 一ジ 。

　１７）　同上書，２６べ 一ジ 。

第三節　資本家階級と地域経済分析

　資本家階級の行動目的は，利潤の追求であり ，その行動基準は平均以上の利

潤取得である。したか って，資本家階級はこの利潤追求，資本蓄積という視点

から地域経済を分析することになる。もとより ，「資本　般」の運動法則から

抽象的に地域経済分析の必要性と分析対象について論ずることも可能である 。

だか，特定の地域について具体的に経済分析する場合には，個別資本の運動と

して，また地域的な資本家団体の要望を踏まえた行動目的のもとに行われる 。

したがって，その場合には，資本の諸形態および資本規模によっ て， 地域経済

分析の対象とその方法も異な ってくる。以下では，資本の主要な形態および規

模の差異による地域経済分析の必要性と分析対象について明らかにしていきた

い。

　（１）大規模工業資本の場合

　大規模な工業資本は，現代資本主義のもとては，個別的な独占資本として ，

また独占団体として運動を展開する。とりわけ工業資本としての立地場所の選

定については，国内外にわたって強い関心をもっている。また独占資本によっ
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て生産された諸商品の市場は国内のみならず国外をも含んでいる。したかって ，

独占的工業資本の分析対象地域は国内外にわた っている。そこで，独占的工業

資本による地域経済分析の必要性は，国内外を分析対象地域とした工業立地諸

条件，価値実現条件としての地域市場条件の分析が中心となる。もっとも ，巨

大な生産資本は資本の回転によっ て利潤率を高める必要から商業資本を介在さ

せて価値実現を図ることか　般的とな っているのて，市場条件については大規

模商業資本による地域経済分析の項で言及することにしたい 。

　独占的工業資本による工場立地のために必要な諸条件は立地および生産にか

かわる費用価格を減少させることが目的となる。かくして地域経済分析の内容

は工業立地条件の現状を明らかにすることになる 。

　工業立地条件としては，分析対象地域におげる自然的諸条件（地形，地質 ，

気候など）および杜会的諸条件（歴史的発展過程，住民の風俗，気質，伝統など）と

あわせて，用地（土地の面積，地耐力，高度，傾斜度，起伏度，凹凸度および価格な

ど），用水（工業用水道の整備などを含む水源，水質，取水可能量，価格など），労働

力（新卒者数およびその後の進路，中高年労働力の潜在的存在状況，地域賃金水準およ

び労働諸条件など），エネルギ ー（地域エネルギーの存在量およびその価格），生原料

（地元原料の量と価格）なとの直接的生産過程に関する諸要因，また交通諸条件

（商品および原料輸送に関する諸施設および料金）や通信（電話回線数や郵便局など）

の流通通信諸施設，さらには雇用労働者に関連する教育（大学および高校など） ，

文化，医療，福祉などの生活諸条件が分析の対象となる。また，最近では，技

術的開発との関連で工科大学や工学蔀あるいは工業専門学校の存在，あるいは

技術交流（技術指導や部品修理）か可能な事業所（下請企業）の有無，地域財政
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
力およぴ企業に対する地域行政の姿勢という要因か重視されてきている 。

　いわば，巨大工業資本の地域経済分析は，その工業立地に際して，いかに費

用価格を低減化し，いかに独占利潤を取得てきるかということに行動基準をお

いた分析内容とな っているのである 。

１）拙稿「大分テクノポリスと工業立地要因」，『人文科学研究所紀要』，立命館大

　学，第４８号，１９８９年を参照のこと 。
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　（２）大規模商業資本の場合

　大規模商業資本も現代資本主義のもとでは独占的商業資本としてあらわれる 。

この独占的商業資本にとっ ては，独占的な商業利潤の獲得か行動目的であり ，

最低ても平均利潤を取得てきることが行動基準である。商業資本による資本蓄

積は，いわば商品価値の実現を，多くの場合には独占価格をもっ た商品の価値

実現かその地域で可能であるか，具体的には「地域購買力」がとの程度である

かということが分析課題となる。したがって，外国市場や大企業だげを取引先

とする独占的商業資本にとっ ては，事務所立地が地域との関連で問題となる 。

　ところで，この「地域購買力」であるが，これは分析対象地域を，地元地域

（同一市域）と周辺地域（周辺市町村）における産業の購買動向や住民の所得と

その支出動向に強く規定されるものである。それと同時に，地元および周辺地

域における小売業をはじめ，その他の巨大商業資本の立地およぴ営業動向，す

なわち市場競争関係についても分析する必要かある 。

　大規模銀行資本の場合も ，ほぽ同じようなことが当てはまる。つまり巨大銀

行資本の場合には，地域所得や地域預金力（過剰資本の地域的存在状況）などを

ふまえた地域資金調達力，地域資金需要力（機能資本や吸収合併可能資本の地域的

存在状況）さらには他銀行（本店，支店）の立地状況などが分析の主要内容とな

る。

　（３）大規模不動産資本（建設資本および土地取扱資本を含む）の場合

　不動産資本は，土地や建造物なとの不動産を売買することによっ て利潤を取

得することが基本的な行動目的である。最近では，不動産の付加価値を高める

ために，用地整備をはじめ，周辺環境の整備を行うと同時に，一定の建造物を

建設し，これを売買することによっ て， より多くの利潤を取得するという行動

目的をもつに至っている。したがって，買収するのに必要な一定面積の用地か

その地域にあるかどうか，またその用地の自然的諸条件と価格，さらには用地

造成時あるいは建設完成時に転売することか可能であるかどうかという判断材

料として，地域経済の動向とその実態分析が必要となる。特に注目しておくべ
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きことは，住宅地を開発し，通勤，通学をはじめターミナルでの購買，行楽地

の建設など，いわゆる位置の地代の獲得のために，鉄道資本が参入する場合が

多い。この鉄道資本を含めて，これら不動産資本としては，自己造成する用地

の杜会的評価を高める外部的な諸施設，すなわち，交通諸条件，買い物市場 ，

学校，病院，福祉諸施設，文化施設，スポーツ 施設，公園 ・緑地などの建設に

大きな関心を寄せている。これらの生活諸条件の多くが地方公共団体によっ て

建設される限りにおいて，地方公共団体の地域開発政策（交通計画を含む）とそ

の財政力については，客観的な分析をしておく必要がある 。

　以上，生産資本（工業資本），流通資本（商業資本），不動産資本という資本形

態の差異との関連で，地域経済にたいする分析視角の差異を明らかにしてきた 。

しかしながら，これまでの論述はいずれも大規模資本に関する地域経済分析で

あっ たことに留意しておかねはならない。つまり ，資本の蓄積運動を自止的に

展開しうる大規模ないし，中規模資本にとっ ての分析視角であ った。したか っ

て， これらの大規模な資本，あるいは独占資本とは異な った資本についても ，

その地域経済分析がいかなるものであるかを明らかにしておかねばならない 。

　（４）中小資本の場合

　独占資本主義段階における中小資本は，それが資本である限りにおいて，そ

の行動目的は利潤追求であるが，行動基準は平均利潤かそれ以下の利潤率に制

限される場合がある。もっとも ，独占資本の系列下にある中小資本にとっ ては ，

その行動目的および行動基準が独占資本によっ て規制されているので，自立的

な経済活動と関連させた地域経済分析を行うことは，極めて限定されたものに

なる。資金調達，技術導入，原料調達，製品の納入先などはもとより ，工場立

地の場合でさえも独占資本の指導のもとに行われる 。

　ところが，独占資本の系列から自立している中小資本にとっては，まさしく

個別資本としての運動法則として，かつ独占資本の動向との対応関係において

経済活動をおこなわねぼならない。したが って，中小資本といえども ，原料

（半製品を含む）や仕入先の経済状況や地域における販売市場の動向を中心とし
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た経済分析を行う必要性がある。とりわけ，地域における中小企業が，共同仕

入れや共同販売あるいは銀行から共同で資金調達をする場合などの経済活動を

行う場合には，その協同化の客観的な条件の有無や協同化するの諸形態との関

連で地域経済を分析して抽く必要がある 。

　とくに生産地域，あるいは消費地域と直接取引を行う場合には，それぞれの

地域における経済的諸状況を的確に把握しておく必要かある 。

　さらに，最近問題にな っているのは，当該地域へ独占資本が進出することに

よっ て， 地域原料，地域労働力，地域交通 ・通信手段，地域販売手段，地域金

融（地域信用）などをめくる経済的摩擦が生じていることである。この経済摩

擦をとう解決していくかは，独占資本の蓄積論理もさることながら，中小企業

も何らかの対応をしていかねぱならない。独占資本との対応形態は多様である

が， この多様性は，地域における種々の経済状況や独占資本と中小資本との経

済的関係から生じるが，地方公共団体の諸施策や経済的諸団体の組織状況およ

びそれらの運動方針との関連からも生じる 。

　したがって，地域における中小企業団体の活動方針を策定する場合には，地

方公共団体の政治的構成と地域経済政策（とりわけ中小企業振興費を中心とした地

域財政力）をはじめ，商工会や他業種の中小企業団体，農業協同組合，漁業協

同組合，労働組合，生活協同組合などの経済的諸団体の状況（組織状況および業

務実態など）とその活動方針についての分析か必要である 。

　これまでに論じてきたことは，等しく「資本の立場」とはい っても ，資本の

形態および資本の規模によっ て， 地域経済分析の視角が異なり ，したがって地

域経済分析の対象も異なるということである 。

第四節　その他の諸階級と地域経済分析

（１）土地所有階級（地主階級）の場合

土地所有階級の行動目的は地代の取得であり ，その行動基準は利子率以上の
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地代の取得てある。したが って，土地所有階級は，地代を最大限に取得するた

めに，その最も有効な土地利用形態を策定しなけれはならない。したか って ，

一方では国内外における景気の動向をふまえつつ，同時に各産業部門（業種）

や借地業者の動向などの需要諸要因について分析することが必要である。それ

と併せて，自らの所有地についての的確な経済的評価をしておく必要がある 。

この的確な評価をするためには，所有地の面積，地形，地質（地耐力）などの

自然的諸条件，交通条件や周辺地域の杜会経済的諸条件とその動向について分

析しておかねばならない。また，所有地の周辺に競合する他の所有者の土地が

ある場合には，それらの土地との経済的な比較も必要である 。

　土地は不動てあり ，地域と不可分の関係にある。それだけに，土地所有階級

にとっ ては，所有地をめく“る地域経済の動向，とりわげ地域における人口動態

をはじめ，地域物価水準，地域利潤率，地域利子率などに大きな関心をもたざ

るをえない 。

　（２）労働者階級の場合

　労働者階級にとっ ての行動目的は，基本的な収入源である「賃金」の獲得て

あり ，行動基準としては，「賃金」の適正な獲得，つまり労働力の価値にみあ

った賃金の獲得である。したが って，個別労働者の信条としてはともかく ，階

級的には，労働組合を組織することによっ て， この行動基準にみあう合目的的

な活動，さらには，地域における雇用条件，賃金水準，さらには労働力再生産

の場としての地域生活条件を改善 ・向上させる活動に取り組むことになる 。こ

れか労働運動の基本的な課題てある 。

　このような労働運動の運動課題は，個別企業や個別地域の内部で，ある程度

の解決をすることが可能である。しかしながら，階級的な行動目的として ，こ

の課題を根本的に解決するためには，まさしく国の政治体制と不可分に結ぴつ

いているため，全国的な統一闘争が必要である。しかも ，労働者階級の全国的

な統一闘争を展開していく場合には，全国的に組織された統一的な労働組合運

動が必要である 。
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　国家独占資本主義段階におげる労働運動は，まさしく資本主義体制の危機に

対応した運動であり ，それだけに労働戦線における各労働組合の対応は，その

政治的な課題との関連で，多様な運動形態（運動方針）をとっている。また多

様な新しい雇用形態の展開によっ て全国的に統一した労働組合運動を組織する

ことは極めて困難とな っている。そして，このことが，現段階におげる労働戦

線の特徴である。したがって，個別地域においてさえも ，統一された労働組合

運動の組織化は困難な状況とな っている 。

　そうした状況があるとはいえ，個別，あるいは連合体としての労働組合は ，

国内外の政治経済情勢の分析，および各単一労組とその職場状況とあわせて ，

その地域における政治経済状況などについて分析し，運動方針を策定しなけれ

ぱならない 。

　労働組合が，地域の経済分析をする場合にあた って，特に重要なのは，地域

における労働力構成（業種別，年令別，男女別など）とその流動状況，地域物価

水準と業種別地域賃金水準，雇用および勤務形態あるいは賃金制度などの雇用

諸条件，地域における労働組合の状況（支持政党の有無，組織率匁ど）などであ

る。

　これらは，労働者階級としての基本的な職場要求をふまえた運動方針を策定

するのに必要な経済分析である。だが，労働者階級の要求は，この職場に限定

された要求だけでなく ，労働力を再生産する場，つまり生活の場におげる地域

経済的な要求もある 。

　この地域的な要求は，日常生活にかんする地域的な交通（交通手段の種類，そ

れらの運行経路，運行回数，運賃など），通信 ・郵便（電話回線，通話料金，配達回数 ，

郵便料金など），福祉（失業対策，生活保護，老人，保育，単親家庭，身障者対策など ，

その体制と料金），医療（十分な病床数をはじめとする総合診療体制，夜間および緊急

およぴ医療体制，医療費など），教育（学校教育およぴ杜会教育に関する諸制度，施設

および教員 ・指導者数，教育費など），文化（図書館，博物館，美術館，劇場などの諸

施設と民俗，民芸，民謡など郷土文化など，料金および補助額など），スポーツ（市民

競技場，体育館，野外体育などの諸施設，指導員制度およびその数，使用制度および料
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金など）等 々の「体制」，「施設」，「料金」に対する要求であり ，その内容は人

間生活の基本に関する諸条件の向上 ・改善であるだけに，その内容はきわめて

多様である 。

　これらの諸要求は，その多くが地方公共団体に対する要求であるが，政府や

地元企業，あるいはその他の諸団体に対する要求もある。そして，これらの要

求づくりのためには，地域におけるこれら生活諸条件の経済的側面を的確に把

握し，要求の根拠となる問題の所在点を明らかにしておく必要がある 。

　なお，今日的な課題として杜会に意識されるまでには至っていないが，「良

い品を安く売る」ことを原則とする公設市場の開設なども ，地域における基本

的な要求とな ってくるであろう 。もっとも ，この場合には，「良い品を安く供

給する」ために地域住民が自主的に取り組んでいる地域生活協同組合運動との

関連が問題にならざるをえない 。

　こうした地域におげる生活諸条件の改善に関する諸要求は，労働者階級の要

求だげに留まらず，その多くは階級や階層の枠を越えた地域住民の統一的な要

求となり ，地域住民運動として広く展開していくことが可能である。それと同

時に，かかる諸要求を一挙に実現することは，今日における杜会経済状況およ

ぴ国家や地域財政状況のもとては不可能である。それだけに，諸階級や諸階層

の間で，要求の統一化 ・重点化を図る必要に迫られる。そのためには地域にお

ける生活諸条件の現状と問題点が客観的に分析され，地域財政力との関連をふ

まえて，地域住民の相互間で，経済的平等の原則に依拠した民主主義的な検討

がなされねばならない 。

第五節　社会的 ・政治的諸団体と地域経済分析

　これまでは，各階級の立場からみた地域経済分析の必要性とその分析視角に

ついて論じてきた。その理由は，資本主義国家の一部を構成する地域の「経

済」を対象としてはいるが，それでも「地域経済」が，地域杜会構造の基礎を
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なす下部構造である限りにおいて，各階級の経済活動という視点からの検討を

第一義的に設定したからである。しかしながら，地域経済分析の必要性は，な

にも経済的諸団体（経済主体）に留まるものではない。国家独占資本主義のも

とでは，議会制民主主義が支配的な政治 ノステムとな っており ，階級闘争の一

つである政治闘争が選挙戦として展開され，その限りにおいて，各政党は選挙

区民にむけた選挙政策の一つとして地域経済政策を策定する必要があるし，ま

た地域住民も経済的側面をともな ったさまざまな諸要求をもっ て地域で運動し

ている。その限りでは，地域経済分析の主体を経済主体に限定することは出来

ないのである 。

　ところで，それぞれの地域における経済政策は国家が策定する経済政策と不

可分であるが，それでも地域的には相対的に独自な経済政策を展開することが

できるし，また展開せざるをえない場合もある。政権党と野党が，地域経済の

振興をめぐっ て， 中央直結型か地域独自型かという政策上の相違でもっ て， 選

挙戦に望むのも ，このことを反映している。どの政党が，どのような階級や階

層の利益を代弁しているかは別として，政党が地域経済政策を策定する場合で

も， 地域経済分析が必要となることは言うまでもない 。

　さらに，地域の政治，ここでは地域経済政策を実際に施行する地方公共団体

も地域経済分析を必要としている。その中でも，地域行政の責任を負う首長は ，

年々の施政方針や短期 ・中期 ・長期の地域振輿政策を計画として策定し，地域

議会の承認を経て，この年次施策や計画に基づいて地域経済政策を施行するこ

とになる 。

　地方公共団体は，その名称からも明らかなように，本来的には，公共的なも

のであり ，したがって政治的には中皿的なものでなけれぱならない。しかしな

がら，国家独占資本主義体制のもとにおける地方公共団体は，基本的には国家

権力を行使する端末機構として機能し，その施策は政権党の国家施策を各個別

地域で具体化したものか多い。それと同時に，選挙によっ て選出された首長や

地域議会の議員が政権党の諸政策に反対する野党に属する場合もある。また ，

地方公共団体の労働組合が，政権党の政策に反対し，一定の譲歩を求めること
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もある。いずれにせよ ，地方公共団体の首長は諸々の地域経済政策を策定し ，

これを実施するためには地域経済を具体的に分析しなけれぼならないし，また

地域議会において地域経済に関する施政方針や振興計画について論議する地域

議会議員も ，それぞれの政党の立場に立脚しながら地域経済分析を行う必要が

ある 。

　首長および地域議会議員が地域経済を分析する場合には，地域内の企業をは

じめとする経済的諸団体および地域住民の要求や要望，さらには地域外の諸資

本や国民の杜会的 ・経済的要望を多面的にふまえねばならない。それだけでな

く， 杜会 ・文化 ・スポーツなどの行政を行うに際しても ，一定の財政的支出を

伴うため，地方公共団体による地域経済分析の対象範囲は，地域財政も含めて ，

きわめて広い範囲にまたがる必然性がある。したが って，自然的諸条件をはじ

め， 人口動態，各産業の動向，生活諸条件，環境保全なと ，経済的諸事象のす

べてが分析対象となりうる 。

　また，地域住民が地域におげる諸要求をもっ て運動する場合，それぞれの要

求内容が正当性をもつためには，それぞれの内容が現実の地域においてどのよ

うな状況にな っているのかという分析を必要とする。たとえば保育所や文化施

設などの整備 ・拡充にかかわる予算を要求する場合でも ，地域における保育所

や文化施設がどのような状況にあり ，どの程度の予算でどこまで整備 ・拡充で

きるのかという具体的な分析をすることによっ て， 要求に見合った運動方針が

確立されるのである 。

　以上，一口に地域経済分析と言 っても ，その分析の必要性の論理と分析内容

は， 分析主体の階級的およぴ階層的皿場によっ て異なるという前提にた って ，

前々 節および前節では，それぞれの階級および階層による地域経済分析の主要

な内容について検討してきた 。

　すなわち前々節では資本家階級の場合には各資本の業態別に検討して，地域

経済分析の内容を明らかにし，前節では地主階級および労働者階級の立場に立

った地域経済分析の主要内容を提示し，本節では経済主体ではないが分析主体

となる杜会的 ・政治的諸団体を取り上げて，それらによる地域経済分析の内容
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について瞥見しておいた。特に，地方公共団体の場合には，いわぱ諸階級 ・諸

階層の要求や要望を反映して，その分析対象は地域財政を含めて広範囲になる

必然性についても言及しておいた 。

　結　　　　語

　地域経済を分析する場合には，何らかの目的意識をもっ て行われるのが通常

である。マクロ的地域経済分析の場合には，地域格差の是正とか過疎 ・過密の

解消などが目的意識とな っていたし，ミクロ 的地域経済分析では，都市におげ

る集積の不利益や共同消費の不足といった問題を宮本憲一氏は問題意識として

いた。それらの目的意識ないし問題意識は，現実の地域経済問題を反映したも

のであるが，その問題把握自体に階級性や階層性を伴うことが多い。それは現

実の資本主義体制のもとでは，それぞれの階級はその所得源泉を異にしている

ということ ，つまり資本主義杜会にあっては生産資本の企業利潤，商業資本の

商業利潤，銀行資本の利子，地主階級の地代，労働者階級の賃金といった経済

的諸範晴は相互に矛盾 ・対立しているということ ，さらに物質的利害関係を背

後にもつた人と人との関係は，地域における経済行動を行う場合には，それぞ

れの異な った行動目的と行動基準をもつからである。このことを明らかにした

のが第一節である。さらに日本で刊行された地域経済分析に関する諸文献につ

いて，「分析主体の階級的階層的立場によっ て， 分析対象が異なるという」理

解がなされているかどうかを検討したのが第二節であり ，その結果はいずれも

「否」であ った。もっとも政策科学に立脚した地域経済分析では，政府なり地

方自治体が分析主体として想定されていたし，宮本氏他編の『地域経済学』で

は政策主体である地方自治体と地域住民が分析主体として想定されていた。い

わは，こうした差異のあることか，本稿の立論が科学的であるということを客

観的に証明したともいうことができよう 。

　第二節から第五節までは，階級や階層を異にした経済主体やその他の行動主

体を取り上げ，それぞれの行動目的と行動基準をふまえた地域経済分析の対象

内容がどのようなものであるかを提示しておいた。これらの分析対象は，いず
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れも例示的なものであり ，一定の客観性をもつとはいえ，いずれ今後の機会を

まっ て補充 ・整理していかねばならない 。

　なお，これまでの地域経済分析で採用されてきた分析方法，とりわげ地域科

学に立脚した地域経済分析の諸手法については，その有効性と限界性について

科学的な検討を加える必要がある。この検討については別の機会を待つことに

したい 。

（１０９５）




